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1は じ め に
わが国の畜産 は,自 給飼料 よ りも購 入飼料 に大 き く依存 し,特 に中小家畜で
はほぼ100%が購入飼料であ りP,その主原料 はアメ リカ産を中心 とす る飼料用
輸入穀物であ る。戦後,大 半の畜産農家 は飼料用作物 を生産せず購入飼料 を用
いて家畜を飼養す る,加 工型畜産 とよぼれ る形態を とった。 このこともあ って
日本の畜産業 は,耕 種部 門とは異な り,い ち早 く企業的経営 の参入 をみ るにい
た った。特 に,養 鶏部門で は,川 上部 門た る配合飼料供給か ら,川 下部門たる
流通,販 売 にいたるまで,大 手総合商社や食 肉メー カーの手 中ににぎられ るイ
ンテグ レー ション形態が大規模農場 になるほど支 配的になっている%
この ような発展 をとげたのは,1961年に成立 した農業基本法 には じま る構造
農政 によって,配 合飼料 メー カーや食肉加工資本 な ど畜産 に関連す る資 本の運
動 条件が整備 され たか らである3〕。 同時 にその背景 には アメ リカの余剰穀物の
処理 としての対 日飼料穀物輸 出増強政策 と穀物メジ ャーの販売戦略がある こと
1)畜 産農家自身が飼料用作物を栽培 し,飼料 として用いた ものを自給飼料 といい,配 合飼料のよ
うに企業が生産した ものを購入して用いた ものを購入飼料とよんでいる。また,購 入飼料 には,
配合飼料以外に単味飼料 と二種類程度の原料を用いて生産された混合飼料がある。
2)畜 産業 におけるインテグレーションはアメリカで開発され、日本では1960年代以降総合商社の
主導で急速に導入されたことはよく知 られている。吉田忠 「インテグレーシ ョンと巨大商社の農 、
業進出」井野隆一 ・暉峻衆三 ・重富健一(編)「 国家独占資本主義 と農業(下)』,1971年,第2
節,を 見 よ。
3)全 農系 メーカーである 「くみあい飼料」 も株式会社形式 をとっているが,資 本 と規定す るか否
かは慎重を要する。ここでは協同組合たる全農 も資本主義国に存在するかぎ りその法則か らは逃
れ られないという意味で ひとまず理解されたい。
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は論をまたない。 もっとも,つ い最近まで穀物 メジ ャーな どの多国籍 アグ リビ
ジネスは飼料穀物の輸入業務 まで は関与す るが,畜 産業への直接的 な進出を く
わだてる ものは少な く,わが国の配合飼料 メーカーはなが らく政府 の保護政策
の もとで飼料生産をおこな って きた㌔
ところが,牛 肉 ・オ レンジ自由化 に象徴され る昨今の農業政 策の変化 は,農
業基本法で推奨 して きた作 目す ら保護の対象か らはずされ,日 本の畜産業の動
向に大 きな変化を もた らす ことになった。また関連す る配合飼料 メーカーの動
向に も多大な影響 を及ぼ してい る。
筆者 は,さ きに こうした内外 の畜産及び飼料事情 を踏まえて,1970年代 まで
のわが 国の飼料産業の動 向を分析 したので5},これに続 くもの と して,本 稿 で
は,農 産物輸入 自由化 路線があ らたな展開をみせてい る,1980年代以降現在に
いたる時期 を分析対象 とした。 これ まで全農系 メーカー主導の もとで国内市場
を二分 して きた配合飼料市場(承 認工場制度廃止直前では全農系4割 弱,総 合
商社 を中心 と した非全農系 メーカー 〔商系〕約6割)に,新 たに多国籍 アグリ
ビジネスが参入 しは じめている とい う新事態 をどう理解すればいいのか,ま た,
こうした新事態をふ まえて現在のわが国配合飼料 メー カーの戦略が どのような
変化を とげつつあるのか,こ うした点こそ80年代研 究の主たる分析対象 となる
であろ う。
II配 合飼料生産の動向
1.寡 占化 が 著 しい 日本 の 配 合 飼 料 生 産
配 合 飼 料 産 業 に お け る 生 産 の 集 中 度 は,全 農 系 メ ー カ ー を 含 む 上 位11社 で 出
荷 量 の約8割 を 占 め,34.2%の 工 場 が 年 間12万 トン 以 上 の 生 産 能 力 を もち,こ
4)代 表的な飼料産業保護法には,関 税定率法,飼 料需給安定法などがある。 これ らの法律は畜産
農家 に安定的に配合飼料を供給するという建前であるが,関 税定率法に付随 している配合飼料承
認工場制度は,配 合飼料メーカーの過当競争をさけると言う名 目で,事 実上寡占体制の形成をは
かるものであった。配合飼料承認工場制度は,1989年10月に廃止された。
5>拙 稿 「加工型畜産と飼料 メーカーの展開1950年代 一70年代を中心に」 「経済論叢」第149巻4・
5・6合 俳号,1992年。
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れ らの工場 で 全体 の55,1%の生 産 を行 ってい る。全 農系 とそれ以 外(一 部 に全
酪 連 な ど専 門 農協 系 メー カー もあ るが ほ とん どが商 系)の シ ェア を比較 す る と,
商 系 メー カー全 体 で は約6割 の シェ アを もって い るが,個 別企 業 ご とで み る と
最 大 手 で あ る 日本 農 産 工 業(以 下 で は 日本 農 産 と略 す)で も1989年現 在 で
7.7%のシ ェ アに とど ま る。 これ に対 して,全 農系 メー カ ーは1社 だ けで 約4
割 とい う圧 倒 的 に大 きな シェア を有 して お り,日 本 の配合 飼 料 産業 は寡 占度 が
高 い上 に ガ リバ ー型 で あ る といえ る。
2.1980年代 以降の配合飼料産業 の動向
高度成長期 には発展 を遂げて きた配合飼料産業 も低成長期 に入 ると停 滞基調
に推移す る。配合飼料承認工場数の変化 をみ る と,現 有181工場(1989年現在)
の うち44.8%にあたる81工場が1961-1970年の間に設置されている(第1表)。
工場数全体 の推移 をみ る乏1975年をピー
クに漸減 し,1984年には200工場 を割 っ
て現在 に到 ってい る。生産量 は1980年代
に入 って も漸増 しているが,地 域別 にみ
る と,日 本列島両端の主要畜産産地であ
る北海道,東 北,九 州では一貫 して増加
している もののその他の地域では減少 な
い しは横 ばい傾向にあ る。 この理由 とし
ては,第 一 に小売飼料価格において,輸
送 コス トが 占める比率 が大 きいため,工
場 か らの輸送距離 によって価格は大 き く
変動す るとい うこ とω,第二に需要先で
あ る畜産農家が一部の畜産県 に集 中 して
第1表 工場設置年次別
配合飼料工場数











合 計 181 100.0
(出所)全 農 『くみあい飼料要覧』1990年.
度版
6>配 合飼料の価格 に占めるコス ト分析 については,杉 山道雄 「国際化時代の 日本養鶏産業の課題
と展望」 「農業および園芸』 第63巻第8号,1988年,が詳 しい。
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い ることが考 えられ る。
次 に畜種 ご との生産動 向では,ユ980年代全体 を通 じて乳牛用が伸 びてい るこ
とが注 巳され るが,そ れ以外 では大 きな変動 はみ られない。さ らに,全 農系 と
商系 とを比較す ると,肉 牛用飼料で は低落傾向にあるとはいえ全農系が50%以
上 のシェアを もってお り,ブ ロイラー用飼料 とは対照的である。 これ は養鶏で
は総合商社が率先 して企業的経営を推進 し自社系列 メー カーの飼料 を使用 して
生産 を拡大 してい った ことに起因 してい るη。
生産 の集中度では,1980年代 を通 じて商系上位 メーカーの生産(出 荷)量 が
全体の伸 びを大 きく上 回 り,伸 び率 は加速化す る傾向にあ り,依然 として生産
の集中化が年 々進行 している。
3.主要配合飼料 メー カーの業績動向
各メー カーの生産量はいずれ も順調 に伸びているようにみえ るが,公 表デー
第2表 各 メー カー委託生産量の推移(単 位 千 トン,%)



















































































7)ブ ロイラーにおける総合商社の参入については,吉 田忠 「ブロイラーの流通機構」吉田寛一
(編)「畜産物の消費と流通機構」,1986年,第10章。
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タで は委 託生 産 に よ る もの も生 産量 の 中に加 え られて い る。 したが って 合理 化
の一環 と して の委託 生 産 を把 握 す るた め に は 自社 生 産分 と区 別す る必 要 があ る。
有価 証 券 報告 書 な どに よ って委 託生 産 量 を調べ る と,上 位 メー カー で は 日本 農
産,日 本 配 合 飼料(以 下 日本 配 合 と略 す),協 同飼料 が,中 小 メー カー に生 産
を委 託 して お り,こ の分 を販 売量 か ら差 し引 くと,日 本 農 産 は依 然増 加 を示 す
が,日 本 配合 は大 幅 な減産 に転 じて い るこ とが わ か る(第2表)。
次 に,売 上 高 をみ る と,前 述 の一部 上場 メー カーの うち 日清製 粉 以 外 は1980
年 代 初頭 と比較 して大 幅 に減 少 させ てい る 〔第3表)。 しか し,経 常 利 益 で み
る と事 情 ば 少 し異 な る。1980年代 に入 って 最 も悪 化 した 年 は,日 本 農 産 で は
1981年,日本配 合 と協 同飼料 で は1981年と1983年,昭和 産 業で は1984年で あ る。
反 面,最 も好 転 した年 は 日本農 産で は1986年,日本配 合 で は1985年,協同飼 料
第3表 企業別総売上高の推移(単 位:百 万円,%)






























































































































































注)上 段:売 上高,中 段;営 業利益率,下 段:経 常利益率。
▲はマイナス。 日本農産と昭和産業は5月 期決算,そ れ以外は3月 期決算。
























































































注)上 段:為 替差益,下 段;為 替差損。
昭和産業は5月 期決算,そ れ以外は3月 期決算。?は 不明。
(出所)各 社 『有価証券報告書」 より作成。
と昭和産業で は1986年,日清製粉で は1987年の時期であ る。経常利益 率が向上
した理 由を損益計算書か らみ ると,こ の時期 に大 きな為替差益が計上 され てお
り,G5後 の為替調整 による ものであ ることが企業財務上か らも明確に確認で
きる(第4表)。 しか し,そ の後再び経常利益率は低下 してい る。 これ はアメ
リカで の旱魃 に伴 う穀物価格の上昇 によって,為 替差益 を上回 る原料の高騰が
生 じたためで ある。 とはいえ各 メーカー とも経常利益率は1989年の時点で,最
低の水準 よ りは上位 にあ る。
4.総合商社 と飼料 メー カーの結合関係
全農系 を除 く,わ が国の大手飼料 メーカーの大半 は総合商社 の企業集団 に属
してお り,こ の点はわが国の畜産 イ ンテグ レーシ ョンを考察す る際 に看過 され
てはならない点である。飼料用穀物輸入 自由化以前か ら指定商社 として輸入業
務 に携わ っていた総合商社 は。 自由化後,急 速 に需要 を増加 させるために飼料
会社 を設立 してい った。また,配 合飼料 を`'生産手段"と す る畜産業の急激な
拡大 を推 進 した選択的拡大政策や,畜 産農家 を自家配合ではな く購入飼料(中
小家畜 においてはほ とん どが配合飼料である)を 使用せざ るをえない状況 にお
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いた て た飼料 政 策8,など,当 時 のわ が 国 の農 政 が,飼 料 需 要 を増加 させ る こ と
で,総 合 商社 の飼 料 分野 へ の参 入 を促 進 した 。 さ ら に国外 か らの飼料 需要 促進
要 因 として,余 剰 穀物 処 理 のた め に家畜 用 飼料 に穀物 の使 用 を導入 した ア メ リ
カの 食糧 戦略 をあ げね ぼ な らな い9}。
総 合 商社 と飼料 メー カ ーの 関係 は今 日にお い て も顕 著 で あ る。飼 料 メー カー
上 位10社の うち4社(う ち2社 は総 合 商社が 圧 倒的 に株 式 を所 有 して い る株 式
非 上場 の子 会 社)が 明確 に総合 商社 の系 列 下 にあ る。総 合 商社 との結 びつ きを
ま とめ た もの が,第5表 で あ る。 日本農 産 や 日本 配合 の 買掛 金(俗 に い う掛 け
買 い を示 す)の 項 目で は,そ れ ぞれ 三菱 商事 ,三 井 物 産 の各 商社 が ひ ときわ 大
き な位 置 を占め て い る。 これ は配 合飼料 の原料 を特 定 の商社 に依 拠 してい る こ
とを示 してい る し,販 売 先 の大 半 も自社 あ るい は関係 す る総 合 商社 で あ る こ と
を示 して い る'。,。株 式所 有 をみ て も三 菱 商事 が 日本農 産株 を16.5%,三井 物 産
が 日本 配合 株17.5%と他 の株 主 を圧 倒 す る比率 で 所 有 して お り有力 株 主 で あ る
こ とは明確 で あ る。 この両社 の よ うな明確 な系 列 関係 にあ る と はい えな い が
,
他 の3社 も総 合 商社 との取 引 関係 で は強 い結 びつ きを もって い る。協 同飼 料 は,
原 料購 入 で は,三 井 物 産,ト ー メ ン,丸 紅の 大手 総 合商 社3社 をあわ せ る とそ
の 比率 は26%にの ぼ る。 昭和 産 業 は株 式 所有 の点 で も 日商岩 井 系 と近 年 結 びつ
き を強 め つ つ あ り,1988年に お い て 発 行株 式 総 数 に対 す る株 式所 有 比 率 は
5.9%であ ったが,1991年現 在 ,そ の 比率 を8,2%に増大 させ て い る。 しか し,













第5表 飼 料 メー カー と総合 商社 との 取引,株 式 所有 関係(単 位:%)
売 掛 金 買 掛 金 株 式 所 有
日本農産
工 業 三菱 商 事(7.9) 三 菱商 事(52.6) =菱 商事 〔16.5〕
日本配合
飼 料 三井 物 産(27.7) 三井 物 産(59.3) 三井 物 産 〔17.5〕
協同飼料 三井 物 産(3.4)






















2.()内 数字は,飼 料メーカーの売掛金,買 掛金それぞれに占める総合商社の比率。
3.〔 〕内数字は発行済み株式総数 に対する株式所有比率。昭和 産業 の主な株式所有企業
の日商岩井系は日商岩井 と日商岩井食料販売を合わせた数値。
4.原料購入先,製 品販売先の各欄における総合商社 の占める比率は不明。
(出所)各 社 『有価証券報告書i平 成4年 度版よ り作成。
確 には照応 していない。昭和産業 は,日 本農産や 日本配合 とは異 な り,総 合商
社 と多角 的な関係 を取 り結ぼ うとしてい るのである。 日清製粉 は原料購入,販
売 とも三菱商事 に依拠 し,株 式所有 も三菱商事が他の総合商社 と比較す ると大
きな比重 を しめ,昭 和産業な どと比較す ると,相 対的には三菱商事 との関係が
強い とい える。このよ うに,飼 料 メーカーが総合商社 と緊密 な関係 にあ る要因
は,配 合飼料 の主原料が輸入穀物で あ り,そ の輸入業務のほ とんどを総合商社
が行 っているか らであ る。配合飼料 メーカーは,今 日で も畜産業において,大
手食肉加工 メーカー とともに総合商社 を中心 として インテグレーシ ョン化 を強
く志 向 していることがわか る。
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III自由化時代の配合飼料 メーカーの戦 略
1.わが 国 配合 飼料 産 業政 策 に一 大 転換 を もた ら した多 国籍 アグ リビジ ネス=
カ ーギ ル社 の飼料 工 場 進 出
わ が 国の配 合 飼料 産 業 を 育成 して きた保 護政 策 は,1986年の カー ギ ル社 に よ
る鹿 児 島 県志 布 志町 へ の飼料 工 場進 出決 定 を契機 に大 き く転換 す る こ とに な っ
たL"。
カー ギ ル社 進 出 の 要 因 を さ ぐる ため ,飼 料 生 産 と需 給 の デ ー タをみ る と
カー ギル社 進 出 以前 の1984年で は,日 本全 体 で の飼料 月 産 能 力 は1,550.000ト
ンで あ った。 これ は 定時生 産 能 力 といわ れ ,ユ 日8時 間稼 働 し月25日間操 業 し
た 場 合 の生 産 能 力 で あ る。 しか し企 業 と して採 算 ベ ー ス に乗 せ るた め に は
,
160%操業 が 日本 の業 界 で は常識 に な って い る。 しか も,安 定 的 に企 業 活動 を
行 うため には,200%で ない と苦 しい とさ えい われ て い る。 日本 の この時 点 で
の実 生 産 量 は月産2,040,000トン,稼 働 率131.4%であ り,過 剰 生 産 かつ か つ の
ラ イ ンに まで 達 して いた 。 こ う した 時期 に カー ギ ル社 が志 布志 に進 出 して きた
ので あ る。
カー ギ ル社 の志 布 志 で の生 産能 力 は,1年 目(1988年)が30,000トンで ,3
年 目(1990年)には120.000トンに達 す る と見込 まれ て い た。 カー ギ ル社 進 出
が 飼 料 生 産 過剰 を招 き 日本 の飼 料 市 場 に混 乱 を もた らす との 批 判 に対 して
,
カー ギ ル 社 の志 布志 工 場 関係 者 は,「鹿 児 島 県 谷 山飼 料 基 地 の5%(1985年 当
時 全 国 の11%を 占 め て お り,年 産3,000,000トン)を 目標 と して お り,年 産
150,000トン,月 産12,500トンで あ る。1985年以 前 の15年間 の飼 料 生 産 の伸 び
は4～6%で あ り,そ の延 長線 上 で 考 え る と1990年には(こ の地 域全 体 の飼料
生 産 は)4,000,000トンを超 え る こ とに なろ う。 そ うな る とカ ー ギル社 の 占有
率 は僅 か だ」 と説 明 し12,,同社 進 出 に よ る影響 は さほ ど大 き くは ない と述 べ て





た しかに,カ ーギル社が進出 した鹿児島はわが 国有数 の畜産県であるため,
県 内での飼料供給が不足 し他県か らの一部移入によってまかな ってお り,こ の
ことが,建 設許可の理 由のひ とつで あった。 しか し進出以前 の段 階で も日本全
体 の飼料生産能力か らみれぼ過剰であ り,志布志工業団地に建設を予定 してい
た他 の飼料 メーカーは,既 設工場 をスクラップ しなければ建設許可が事実上お
りない状況 にあ った。農水省が,ス クラップすべ き工場 を 日本 に持たない カー
ギル社の工場進出を今回は じめて認めた ことは,今 まで 同省 自身が実施 して き
た行政指導 とも矛盾す る措置であ り,こ の点 は国会で も争点になった。
だが,カ ーギル社進 出問題 は,現 在 も日米間の懸案事項である経済摩擦 の一
つの象徴 として取 り上 げられ,日 本政府 はアメリカ側 の要求に屈す る形で,工
場進出を容認 し,これ を契機 として農水省の飼料工場 スクラップア ン ドビル ド
政策 も廃止 の方向に向か っていった。 これまで カーギル社 など穀物 メジャーは
飼料穀物の輸入業者 として(カ ーギル社 は日本での飼料穀物の20%を扱 ってい
る)総 合商社や飼料 メーカーへ供給 して きたが,日 本で は飼料 メー カー として
は活動 してこなか った。 日本の飼料市場は全農系 をプライス リーダー とす る寡
占市場構造 にあ ったか らである。今回の志布志進 出を突破口に,同 社がわが国
の飼料 の生産,流 通段 階に進 出 してい くことは,配 合飼料市場のみ ならず,日
本の畜産業全体へ も多大の影響 を与えざるをえず,国 内配合飼料 メー カーの リ
ス トラクチ ャリングを迫 ることとな った。
2.自 由化 時代 にお け る配合 飼料 メー カーの 戦略
そ こで次 に,以 上 で 述べ た よ うな,1980年代 以 降 の飼料 ・畜 産需 給状 況 の も
とで,今 後,既 存 飼料 メー カーが 如何 な る戦 略 を もって対 応 しよ う として い る
のか を,全 農系,商 系 の異 同 を明 らか に しつ つ考 察 して い こ う。
i両 系 メー カー の戦 略
各 メー カー は,前 述 した よ うに生 産量 で は漸増 を しめ してい る ものの,利 益
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の面では一時的 な好転期 を除 くと低い利益率を強い られ,新 たな戦略の構築 に
迫 られている。
戦略再構築 の第一 の特徴 は,畜 産県 に則 した工場立地再編 と生産の集 中化で
あ る。80年代 にはいって工場のスクラ ップアン ドビル ド化 が進行 しているが,
廃 止工場 のほ とん どは都市 部か畜産県 以外 の地 に立 地 していた工場で ある。
1980年代後半 の大 きな動 きとしては鹿島の飼料工場団地や カーギル社 の進出が
問題 とな った志布志の飼料工場 団地があげ られ る。 さ らに,計 画中の段階では
あるが,佐 賀県伊万里 に三菱商事 と三井物産が飼料 ・食品 コンビナー ト構想 を
もち,熊 本県八代市 には丸紅が飼料 コンビナー トの建設 を決定 してお り,い ず
れ も大手総合 商社主導で飼料基地建設が進められている。集中化 による工場再
編 ・合理化は,同 一県内 においてもみ ることがで きる。鹿児島県では,志 布志
町に飼料工場団地が建設された結果,以 前か ら操業 していた鹿児 島市 の谷 山飼
料基地で は減産 となってい る。 また,集 中化 の一環 として吸収合併や共同出資
に よる共同工場の設立が 目立つ。 日本配合 とニ ップン飼料 は1985年に北九州飼
料,1986年に知多 飼料 の合 弁会 社 を設立 し,こ れ を契楼 に1989年に ニ ップ ン飼
料 は日本配合 に吸収された。志布志 では1985年に志布志飼料(日 本配合,協 同
飼 料,林 兼産業,三 井物産の 四社共 同出資),北 海道釧路で は明治飼糧 その他
メーカー との共同出資 で釧路飼料,青 森県八戸では1983年に東北飼料(日 本配
合,協 同飼料,ニ ップン飼料,三 井物産の四社共同出資)と い うように,共 同
出資 による工場が次々 と設立 され ている。
需要増 を見込んで新 たに工場進出が行われ ている地域で は,ま すます競争が
激化 して いる。南九州で は,中 部飼料が宮崎 に九州支店 を開設 し,志 布志 の
カーギル社,全 農系,他 商系 メーカー とともに凌 ぎをけず ってい る。北海道で
は釧路地域 を中心 に激 しい競争がお こなわれ,ホ ク レンの工場 に続いて釧路飼 .
料や,乳 業 メー カー系である明治飼糧 と雪印種苗 も1985年に生産を開始 し,加
えて中部飼料 が八戸か ら飼料 の移送 を行い安値攻勢 をかけるといった状 況がみ
られる`%
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他方,合 弁事業 も活発 に行われ,1986年に鹿 島港 に,ト ーメングループ70%,
丸紅 グループ25%,中部飼料5%の 出資で関東 グレーンター ミナルが設立 され
るなど新 たな動 きもみ られる。
また,大 手 メーカーが 中小 メー カーに委託生産 を行い自社 の工場再編 を進め
る合理化政策 も進め られ,日 本配合 では実 に販売量の73.1%を委託 してい る。
1989年に一旦委託生産量 を減 らした 日本農産 も,1991年には再 び21.3%にまで
増加させてい る。(前掲 第2表)。協 同飼料の委託生 産の比率 は全体的 には横這
いであるが,養 牛用飼料で委託を減 らし自社で増産を行 ってい ることが 目立つ。
この違いは,多 角化 とともに畜産農家組織化戦略 を新 たに打 ち出 し,自 社飼
料販売促進 を狙 った戦略を もってい るか否か の違いによるもの とみ ることがで
きる。商系飼料 メーカー戦略の第二の特徴 はこの多角化であ る。多角化の程度
をみ るため に,各 社の売上高に しめ る配合飼料 の比率を示 した第6表 をみ ると,
まず,日 本農産のほ うが 日本配合よ り多角化が進展 してい るこ とがわか る。 日
本農産や協 同飼料 は養魚用飼料の比率を増大させているのに対 し,日 本配合は
家畜用飼料 を増大 させている。 日本配合 は1989年で も売上の85%は飼料で,そ
の うち79%が家畜用であ り,飼料売上が収益 により大 き く作用 する構造 となっ
ている。 日清製粉や昭和産業は もとよ り製粉 メーカーであ り,売 上に占め る飼
料の割合 は高 くないが,1980年代以降さ らにその比率を下げ,両 社 とも2割 を
切 るな ど多角化 を一層進めてい る。
また,バ イオテ クノロジーの発達は配合飼料 メーカーの多角化 の進展 を も促
進 している。畜産農家 に対す る種鶏など原種の支配 は従来 よ り行われて きたが,
現在では先端技術であ るバ イオテクノロジーを利用 し,無菌豚 など優秀 な種 を
開発す ることによって飼料需要 を確保 しよ うとしている。協 同飼料 は1988年に
受精卵移植 ・体外受精技術 を利用 した和牛の双子生産 に成功 し,日 清製粉 は化
学製品の生産 を1987年よ り開始 している(全 販売実績に しめ る割合 は1987年度
0.9%,1989年度1.3%となってい る)。日本農産 も遺伝子組 み…替えによる豚成
13>r日刊飼料畜産特報」1985年10月4日付。




















































































































日 清 製 粉 27.826.825.125.425.423.419.617.317.3ユ9.6
昭 和 産 業 22.120.420.118.815.914.1 ? ? ? ?
注)各 社 ごとに分類方法が ことな6て いる。また日清製粉,昭和産業は畜種 ごとの分類がなされ
ていない。 日本農産 と昭和産業は5月 期決算,そ れ以外は3月 期決算。?は 不明。
(出所〉 各社 「有価証券報告書」 より作成。
長 ホル モ ンの発現,ヒ ト精 子 の受 精 能 を チ ェ ックす るた め の凍 結 ハ ムス ター未
受 精卵 の商 品化 研 究 な どを進 め てい る。 日本 配 合 は 「内海 水 産 バ イオ テ ク ノロ
ジー 開発 セ ンター 」 に おい て養 魚用 飼料 や養 魚技 術 の 開発 ,性 コ ン トロー ル技
術 の 開発 に よる金 離や 全雄 種 苗 の生 産 を行 ってい る。
バ イ オテ クノ ロジー の利 用 によ る製 品 開発 以外 に注 目すべ き新 分野 の開拓 と
して はペ ッ トフー ド部 門 をあ げね ば な らな い。 この 市場 規模 は1,000億円 を優
に超 え,年 間2ケ タの伸 び を示 して い る。 この新 規 事業 部 門拡 大 のた め 日本 配
合 は,1985年に 多 国籍 ア グ リビ ジ ネ スで あ る ネ ッス ル と三 井 物 産 との 合弁 で
カー ネ」 シ ョン ・ニ ッパ イを設立 して い る。
畜 産 農家 へ の対 応 で は,日 本 農 産 に よ る 「ノーサ ン友 の会 」が 注 目され る。
同社 は畜 産 農家 に対 して 自社 が 開発 した無 菌 豚 を預託 し,社 員が 週 一 回巡 回 す
る こ とによ って作 業 計 画 を指 示 し,パ ソコ ン ネ ッ トワー ク を通 じて 給餌 や肥 育
??
食肉自由化と配合飼料メーカー(2ユ7)101
状 況 をチ ェ ックす る な ど,厳 しい管 理 を行 う こ とに よ り,良 質 な家 畜 の 出荷 を
目指 して い る。 これ は さなが ら工 場 にお け る生 産 管理 の様 相 を呈 して い る。 し
か も,こ の企 業で は無 制 限 に この シ ステ ムを畜 産 農家 に対 して拡 大 しよ う と し
て い るの で は な く,厳 しい審査 基 準 によ って大 型で か つ業 績 が 良好 な農 家 を選
別 して い る。 そ の 結果 数 多 くの 畜 産 農家 が 集 中 す る志 布 志 に お い て もリス ト
ア ップ され るの は50戸程 度 で あ る と伝 え られ て い る1%日 本 農 産 は,養 豚 に と
ど ま らず,「 ノーサ ン友 の会 」 を畜 種 別 に組 織 し,各 需要 家 の状 況 を的確 に把
握 す る こ とに よ って,自 社 の 家畜 預託 と と もに飼料 販 売 を よ り効 率 的 に行 え る
よ うな販売 戦 略 を構 築 してい るので あ る。
そ の他 で は,北 海 道 の酪 農 家 に対 して乳 業 メー カ ーが,生 乳 過剰 を利 用 して,
生 乳 引取 りと自社 飼料 の購 入 を セ ッ トで お こな うな ど畜産 農 家 に負 担 を転化 す
る とい う こ と も行 わ れ て い る。
外 国 ア グ リビジ ネス との提 携 も,カ ー ギ ル社 の飼料 工 場 の操 業 開始 な ど直接
的 な進 出 とと もに農産 物輸 入 自由化 の進 展 の 中で 見 落 とされ て はな らな い事 実
で あ る。1980年代 なか ば 以 降 も飼 料 や畜 産加 工,畜 産 関連農 業 資材 の分野 にお
い て提 携が 見 られ る(第7表)。 また韓 国 な ど他 の アジ ア諸 国 へ の技 術 輸 出な
どを行 い,海 外進 出 も企 図 してい る15}。特筆 す べ きこ と と して,昭 和 産 業 が,
1990年に カー ギ ル フー ズ ジ ャパ ン社 を カ ーギ ル社 と合 弁 で設 立 した こ とが あ げ
られ よ う。有 価証 券 報 告書 に よる と同社 の 目的 は 「輸 入食 肉の 販売 お よ び その
成 形加 工販 売 」 とな って お り,80年代 に はい って飼 料生 産部 門 の縮 小 を進 め て
き た 昭和 産 業 が,つ い に直 接 輸 入 食 肉 を 販 売 加工 す る会 社(し か も穀 物 メ
ジ ャー傘 下 で あ る)と 提 携 した こ とは,牛 肉 自由化 が飼 料 メー カー の経 営戦 略








第7表 飼料 メー カー と外 国 ア グ リビジ ネス との提携
提携相手 と畜産資材の内容
日本配合飼料 三 井物 産 とネ ッス ル社 との合併 でペ ッ トフー ド会社 カー ネー シ ョン ・
ニ ッパ イを設 立(85年 〉
昭 和 産 業 オ ラ ン ダ の イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル ・ア グ ロ ・コ ン タ ク ツ ・フ ェ ル エ イ ケ
ン社 と提携 し養豚用資材を販売。(86年)
世界最大 のブロイラー加工販売会社米 タイソンフーズと技術提携。
伊 藤 忠 飼料 「IQF」 処 理 に よる ブ ロ イラー処 理 加工 品,フ ラ イ ドチキ ン,な ど
加工 ブロ イラ ーを販売 。(87年)
セ ン トラルソーヤから技術導入。配合飼料設計技術,飼 養管理技術,
技術者研修の受入れ,マ ーケティングな ど(86年)。
日本 コツワル ドを設立 し種豚事業に本格参入。丸紅飼料,丸 紅畜産 と
共同 してハイブリ ッド原種豚事業に参入す る。 日本 コツワル ド㈱(資
本金2億 円 丸紅80%丸 紅飼料10%丸 紅畜産10%)を設立 し,岩
手 県 住 田町 に農場 を建 設。英 国 の コツ ワル ド・ビ ッグ ・デベ ロ ップ メ
丸 紅 飼 料 ン ト社か らコ ッワ ル ド種 の ハ イブ リ ッ ド原種 豚 を導 入 し年間2700頭の
種豚 を生産。 また将来は原々種豚の導入 も予定 している。日本のハイ
ブ リ ッ ド豚 の シェ アは10%前 後 とみ られ てい るが,将 来 は50%程 度 に
まで伸 び るとの見 通 し。今 回の新 会社設 立 は英 国 ロ ス ・ブ リー ダー ス
社 か らの ブロ イラー生 産管理 の技術 移転 米 セ ン トラル ・ソー や社 と
丸紅飼料の技術移転提携 と並ぶ畜産の 「ハ イチク三本柱」に したい と
してい る。
(出所)各 社r有 価証券報告書』,r日刊飼料畜産特報」,r日本経済新聞』より作成。
主 な業務 としてお り,配合飼料生産の比重は小 さいが故に,容 易に配合飼料生
産 に見切 りをつ け,輸 入牛 肉販売 に切 り換 えることがで きたのであろう。カー
ギル社傘下の大手食肉パ ッカーであるエクセル社 も積極 的に日本国内販売網 を
整備 しつつあ り,多 国籍 アグ リビジネス=カ ーギル社 は,多 様 な ルー トで輸入
＼のもとで自社所有の遊休地(貯 炭場〉をカーギル社に提供したことにたい して,グ ループ内の肥
料 メー カーである三井東圧が反発 した事件である。また,志 布志の飼料工場進出では同 じ工場 団
地内に伊藤忠飼料系のメーカーが進出してお り,ここでは伊藤忠 グループ内での個別企業間の競
争がお こなわれていることになる。詳しくは百崎宏(編)前 掲書,第3章 の4節 や 『AERA』
1988年6月21日号を参照。
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食 肉の 売 り込 み を すす め て い る。
以上 の よ うに商系 メ ー カーの戦 略 的対 応 をみ る と,ど の会社 で も集 中化 や バ
イ オテ ク ノ ロジー を使 った多 角化,外 国 ア グ リ ビジネ ス との提 携 な ど共 通 した
傾 向 を見 い だす こ とが で きるが,会 社 ご とに力 点 を置 く分 野 につい て多 少 の違
い もみ られ る。
ii全 農 系 メー カー の戦 略
全 農 系 の飼 料会 社 で あ る 「くみ あ い飼 料」 で も,中 部,関 東,近 畿,中 四 国
な どで の工 場 の統 廃 合 と,畜 産県 へ の集 中化 な ど工 場再 編 が行 わ れ て い る↓"。
畜 産 農家 へ の対 応 で は,以 前 か ら全 農 の飼 料 の使 用 を義務 づ けた 家畜 預託 制
度 によ る畜 産 農家 の事 実上 の契 約 農家 化 をす す めた り,ま た預 託制 度 で な くと
も伝 統 的 に形成 され て きた 農家 との 関係 を もとに,圧 力 を加 え る とい うこ とが
行 わ れ て きた 。具 体 的 に は全 農 の飼 料 を使 わ ねば 出荷 を拒否 した り,畜 産農 家
に全農 が 貸 与 して い る配 合飼 料 保存 用 の小 型 サ イロ を持 ち去 る とい う事 態が あ
げ られ る。他 面 で は 「くみ あ い飼料 」 を購 入 すれ ば 資金 融資 で特 典 をあ た え る
(ホク レ ンの1989年度 方 針 な ど)な ど硬 軟 お りまぜ た対 応 を と って い る。 価 格
面 で は 全 農 系,商 系 と も従 来 よ り大 口需 要 家 に 対 して 対策 費 の 名 目で 割 引 を
行 って い る。 カー ギ ル杜 進 出 に揺 れ る南 九州 で は,全 農系 メ ー カー は全 国的 に
は飼 料価 格 の値上 げが行 われ た に もか か わ らず 逆 に単協 レベ ルで 値 下 げ を行 っ
た18)。カー ギ ル社 が工 場 の操 業 を始 め た1988年に,全 農 は,全 国 レベ ルで は配
合 飼 料 価格 を トン当 た り3,600円値上 げ した の に,志 布 志近 くのあ る単 協 で は
逆 に トン当 た り7,500円も値 引 き した ので あ る。 これ は 全 国価 格 と の差額 が ト
ン当 た り10,000円以上 開い たわ けで あ る。 カー ギ ル社 は今 の と ころ 肉牛用 の飼
料 部 門 に しか 生 産 してい ない ので,全 農 の肉牛 用 飼料 価 格 で比 べ て み る と,89






に全農系 と商系間で価格競争 も行われてい るのであ る。
他方で,部 分的だが,商 系 メーカー と全農系 との提携 も行われている。畜産
農家 と対立す る企業的経営 にも出資や飼料工場団地 を合弁で設立す る うごきも
み られ る19)O目立 った動 き と して は,従 来全 農の用船 は組合 貿易が.一元的 に
行 って きたが,鹿 児島県で今回 トーメ ンとスワ ップを開始 した ことがあげられ
る。 この背景には志布志の飼料 工場団地をめ ぐる激 しい競争があ るもの とお も
われ る2%
全 農 もパ ソコ ン管理 を導 入す ることによって各農家 にお ける飼養計 画の合理
化を図っている。パ ソコン導入で農協が各農家 の飼養状況を把握で きるように
な り,農協 による生産管理 を促進す ることになる。また,大 規模畜産農家の育
成 という動 きもみ られ る。畜産 団地登録の基準改定がそれであ り,資 格要件 に
系統利用,計 画生産 に参加,農 家経営安定制度への加入を新たに加 え,常 時飼
養頭数に加 えて年間出荷量 も設定され選別 を強化 しようとしているのである。
この ような戦略の結果,全 農系の巻 き返 しがはか られ,シ ェアで は一定の 回
復がみ られ る。配合飼料生産量 は,1979年に900万トンを達成 した後,一 時800
万 トン台だ ったが1985年には再び900万トン台 を回復 しシェアも維持 している。
畜種 ごとの飼料売上をみ ると,養 牛用では減少,養 豚用 は伸 び悩みで,養 鶏部
門が増加 とい うはっき りと した違いが現れている。 この結果,全 体の シェア も
それまでの低 下傾向を食い止めてお り,1985年以降養鶏(特 にブロイラー)部
門で シェアを増大 した ことが大 きな要因であ ると考え られ る。 とはいえ,牛 肉
をは じめ自由化 による食肉輸入量の増加 は,国 内畜産 に多大 な影響を与 えてい
ることが予想 され,全 農の戦略が引 き続 き功を奏するか否か は予断を許 さない
状 況でであ る。
19)農業問題研究会議r農 林業問題」第217号,(1985年7-8月合併号)に よると,1985年に養鶏




IVお わ り に
日本の配合飼料産業が発展 して きた背景 には,畜 産業の伝統が浅 いがゆえに,
飼料用作物生産 と畜産 との結 びつ きが弱 く,それが購入飼料 を中心 とする配合
飼料が浸透する ことを可能 に した といえる。 この ことは,伝 統的に形成 されて
きた農法(ア メ リカで は,農 法その ものが家畜 と飼料作物 とを結合 してお り,
自家配合 が 自生的に存在 していた)の 違いが,ア グリビジネスの展開を異なっ
た もの にするとい う点で見逃せ ない。
配合飼料需要が全体 として鈍化する もとで,配 合飼料 メー カーは,生 産の集
中化をはか り,需 要が伸びている東北 ・南 九州な どの地域へ工場を新設 し,そ
の他 の地域では工場 の統廃 合によ り縮小化 の傾 向にあ る。畜産農家に対 して も,
大型経営 を ターゲ ットに した選別強化 によって,安 定的 な需要先 の確 保を行お
うとす る経営策 をとっている。同時 にペ ッ トフー ドな ど家畜用飼料以外 の生 産
やバイオテクノロジーを利用 した化学薬品 などの開発 をすすめ多角化戦略を も
採 ってい る。
以上の ような飼料生産をめ ぐる事情 のもとで,カ ーギル社の進出を理解す る
ため には,つ ぎの点 を視野 に入れ るべ きであろう。第一に,日 本の農産物輸入
自由化路線が決定的な段階に来た ことを反映 しているとい うことである。冒頭
に述 べた よ うに,農 業基本法が推奨 して きた作 目す ら保護の対象から外 して し
まった とい うことは日本農業 にとって画期 をなす事態である2U。第二 に,と は
いえ,80年代後半になって も飼料需要 が伸 び,か つ地域的に衰退 と発展 の双方
が存在 しているとい う日本の飼料市場構造 も大 きな意味を持 ってい るとい うこ
とである。第三 に利潤獲得のあ らゆる機会 を求めて,絶 えざる運動を行 うとい
う資本の本性で ある。
同社 は,飼 料市場だ けな く,日本の牛肉自由化決定後,傘 下のエクセル社の
対 日進出や 昭和産業 との合弁 による輸 入食肉販売会社成立 な どを進め,川 下部
21)1991年度 「農業白書」で,農業基本法の見直しが提起された。
106(222>第153巻 第3・4号
門で ある輸入食肉販売部門へ も積極的に進出 し,多様 なルー トでわが国の畜 産
業への支配 を強めてい る。競合する両部門へ時期 をほぼ 同 じくして進出 した理
由 は,現 時点 においては 日本の畜産地域は有数の規模 を もち飼料生産において
も,十 分利潤獲得が可能であ り,双方か ら極大利潤を得 ようとい う戦略を とっ
てい ると推察で きる。
これ に対 して,迎 え撃つ 日本の配合飼料 メーカーは,既 定路線で ある配合飼
料部 門の縮小 と工場立地の集約化等の合理化,多 角化をすす めているが,な か
には,前 述の ように輸入食 肉販売部門で カーギル社 との提携 に活路 をみいだそ
うとしてい るメー カー もある。国内生産の縮小 とい う状況下で,今 後,各 メー
カーが採 りうる戦略 としては,ア ジアでの畜産業 の伸 びを見込 んだ海外進出 も
検討されねばならない秋 に来てい るとい えよ う。
